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AI運用における社会的責任と認証の重要性

人工知能（AI）の急速な普及は、ビジネスのあ
り方を大きく変え、革新と成長のための画期的な
機会を提供しています。

一方で、AIの公平性、透明性、説明責任、品
質・安全性の確保といった課題への対応が不十
分な場合には、企業ブランドの毀損や法的リスク、
ステークホルダーからの信頼喪失といった重大なリ
スクを招きかねません。

AIの適切な管理体制やリスク対策が客観的に認
証・保証されていることが、企業の社会的責任や
信頼性を示すうえで不可欠となっています。

ISO/IEC42001規格の概要

2023年12月に、AIマネジメントシステムに関する
国際規格であるISO/IEC42001が発行されました。

本規格は、AIの開発・利用に関する組織の責任
を明確化し、リスク管理や信頼性確保のための
枠組みを示すものです。従来のITシステム管理と
は異なり、AI特有のリスク（継続学習、不透明
性、説明可能性の欠如）に対応するための管
理策を重視しています。

AIのリスク管理を効果的に進めるためには、都度
の技術的な対策の推進に加えて、継続的なマネ
ジメントシステムの構築が重要です。
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ISO/IEC42001認証取得における課題

AI特有のリスクをどのように洗い出し、評価・管理
するかは多くの組織で悩みやすいポイントです。

また、組織全体でAIの適切な管理体制を業務
やシステム運用に適用すること、既存システムや
情報セキュリティの仕組みと整合性を取ることも
課題となります。

今後も強化が予想されるAI関連法規制やガイド
ラインへの対応も必要であり、AI技術自体も急
速に発展しています。最新の技術動向や規制要
件を常に把握し、組織の管理体制や運用プロセ
スを継続的に更新する姿勢が求められます。

Plan

維持及び改善

監視及びレビュー 導入及び運用

計画

Do
Check

Act

AIマネジメントシステムのPDCAサイクル

信頼できるAIを実現するために

•公平性、透明性、説明責任等のリスクの洗い出し
•評価方法やリスク管理策の設計

•経営層、現場、IT、法務など全社的な連携
•既存システムや情報セキュリティとの整合性の考慮

•技術動向や規制案件への継続的な対応
•PDCAサイクルによる継続的な運用と改善

AI特有の
リスク管理

全社的な
管理体制構築

継続的な
対応と改善

AIによる事故、
倫理的問題が
顕在化

AIリスクの特徴

①リスクが多様である
「自動運転AIの事故」「採用AIの差
別」等、安全性、公平性、透明性、
プライバシー等の様々なリスクを孕む

②リスクの影響範囲が広い
社会的・倫理的リスクを孕むため、
社会規範を扱う法務・コンプライアン
ス部門から経営層まで全社的に関
与が必要

③リスク対策のルールがあいまい
・AI活用領域は多様であり、法規
制のみでのリスク対策は難しい
・AI原則の達成に向けた具体施策
は企業にゆだねられている

●画像認識AIの人
種差別的な認識
●人財検索AIの正
先別的な結果表示

●従業員スクリーニングAI
のプライバシー問題
●AIによるクレジット審
査の不透明性

●AI顔認識のプライバ
シー侵害
●AI採用ツールによる
障碍者差別

●生成AIがニュースサイ
トの記事を盗用
●画像生成AIによる著
作権侵害訴訟

●生成AIでランサムウェ
アを作成

2015 2021・・・ 2022 20242023

●AIによる医療診断ミ
ス

規制、政府、社会動向が活発化

⇒AIリスクへの対策「AIガバナンス」

AIリスク対策
の流れ

課題

アプローチ

AIリスクの特定と方針
の検討

AIリスク対策体制・プ
ロセス・ルール構築 AIリスク対策運用

段階に応じたアプローチ

リスクの特定と評価、方
針の策定

・研修・人材育成
・規制・ガイドライン

「現行」から「あるべき姿」
へのAI管理態勢の策

定・構築

データサイエンス知見、各
種ツールを活用したテスト、

対策の運用

・業界動向調査
・情報発信

自社で重視すべきAIリス
クの特定とリスクレベルの

評価ができない

AIリスクの対策の方針を
現場実践へ落とし込め

ない

AIに関連するデータとモデ
ルに対し十分なテストと

対策ができない
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デロイト トーマツのAIガバナンスに対する知見・
実績

デロイト トーマツでは、AIガバナンスやAIリスクマ
ネジメントなどAI技術の実装に伴う新たな課
題に関する豊富な知見・実績を有しており、こ
れらに基づく実効性の高いサービスを提供しま
す。

公的ガイドラインの策定経験、各種業界団体
での活動に加え、AIを活用した業務プロセスや
サービスへのリスクアセスメント、AI利用における
ガバナンス体制の強化を指導・助言した事例
もございます。

デロイトトーマツのサービス提供品質・強み

デロイト トーマツでは「AIガバナンス」と「セキュリ
ティコンサルティング」の双方を高いクオリティで
提供しています。

デロイト トーマツ グループのプロフェッショナルを
最大限に活用し、企業固有の課題を解決す
るチームを編成することも可能です。

※サービス提供事例の一部を記載しております

ISO42001認証取得支援のアプローチ

デロイト トーマツでは、ISO/IEC42001認証取
得に向けて、企業の取り組みへのアドバイス
を行い、マネジメントシステムの構築・運用を
支援します。

標準的なケースでは、マネジメントシステムの
構築フェーズと運用フェーズを支援するプロ
ジェクトとなります。貴社の要望に応じて、各
フェーズの一部のみを支援する等、個別ニー
ズに即したサービスの提供も可能です。

※上記はサービス提供アプローチの一例です

リスク
アセスメント リスク対応 文書化 従業員

教育
内部監査・
マネジメント
レビュー

現状把握 1次審査 2次審査

AIマネジメントシステム構築 運用 審査
認証
取得

◆新規認証アプローチ（ISO42001） デロイト トーマツの支援範囲（例）

デロイトトーマツのサービス提供概要 業種

AIガバナンス構築・運用・評価に関する指
導・助言サービスを提供

製造業、金融業、
サービス業等多様
な業界

AIセキュリティに関するリスク分析、対応策
ロードマップ作成、リスクの継続的な評価・分
析プロセスを整備するサービスを提供

デロイト トーマツの活動実績

経済産業省・総務省「AI事業者ガイドライン」検討に参画

一般社団法人AIガバナンス協会の運営およびWG活動に参画

一般社団法人金融データ活用推進協会生成AIWGに参画

AIガバナンスへの
高い評価と豊富な実績

セキュリティ
コンサルティングとの

親和性

専門家アサイン
（オプション）× ×

ISO/IEC42001認証取得支援サービス

ISO/IEC42001認証取得支援サービスでは、企業
のAIシステム利活用状況に応じて、現状分析か
ら運用サポートまで一貫したマネジメントシステム
構築の支援サービスを提供しています。

また、認証取得という機会を活用し、マネジメント
システム全体の見直しに取り組むことで、企業の
マネジメントシステムの運用業務の効率化につな
げることも可能です。

ISO/IEC42001認証取得計画,リスク分析,対応策の構築1

2 ISO/IEC42001本審査に向けた内部監査や教育の支援

3 ISO/IEC42001審査機関とのコミュニケーション支援

主な提供サービス
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